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令和７年１２月１２日 

 

 

白老町議会 

 議長 小 西 秀 延 様 

 

 

産業厚生常任委員会     

委員長 森   哲 也  

 

 

所管事務調査の結果報告について 

 

本委員会は、所管事務調査を終了したので、その結果を次のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

１ 調 査 事 項  （１）常任委員会 

持続可能な地域医療体制づくりの取組について 

         （２）分科会 

逢縁クリニック白老診療所との懇談 

 

２ 調査の方法  （１）常任委員会 事務調査 

現地調査（町立病院・介護医療院） 

         （２）分科会   懇談 

 

３ 調 査 日 程  （１）常任委員会 

令和７年 10 月 17 日(金) 

令和７年 12 月 ５日(金) 

         （２）分科会 

令和７年 11 月 18 日(火) 

 

４ 出 席 委 員 

  委 員 長  森   哲 也   副委員長  飛 島 宣 親 

  委  員  水 口 光 盛   委  員  田 上 治 彦 

  委  員  氏 家 裕 治   委  員  西 田 祐 子 

  委  員  前 田 弘 幹 
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５ 説明のために出席した者の職・氏名 

  病 院 経 営 監  西 科   純   病 院 事 務 長  本 間   力 

  病院総看護師長  伊 勢 友 香 

 

６ 分科会懇談のため出席した者の職・氏名 

逢縁クリニック白老診療所 

   院 長  池 田 慎一郎 様 

 

７ 職務のために出席した者の職・氏名 

  主 幹  小山内   恵   書 記  鈴 木 領 祐 

 

８ 調査結果 

（１）常任委員会 

【調査内容について】 

町立国民健康保険病院経営強化・実行計画（令和７～９年度 アクショ

ンプラン）の進捗状況など持続可能な地域医療体制づくりの取組について

事務調査及び現地調査を実施した。 

 

① 入院・外来収益について 

入院収益は令和７年９月末時点で約１億1,781万6,000円となり、計画

値との比較ではマイナス約9,488万4,000円となっている。令和６年９月

末時点では約5,966万7,000円であり、前年度と比較すると約5,814万

9,000円の増収となる。 

外来収益は令和７年９月末時点で約9,239万7,000円となり、計画値と

の比較ではマイナス約2,422万5,000円となっている。令和６年９月末時

点では約8,454万9,000円であり、前年度と比較すると約784万8,000円の

増収となる。 

また、入院・外来収益だけでなく、入院患者数の平均と一般病床一人

当たりの単価も令和６年９月末時点の数値よりプラスとなっている。 

 

② アクションプランの進捗について 

経営強化・実行計画（令和７～９年度 アクションプラン）には、５

つの強化プランと15の具体的な取組項目を掲げ、計画的な施策の展開が

図られている。 

現在までに、広報誌「ＴＯＭＴＯＭ」の創刊、コミュニケーションレ

ター箱の設置、災害対策ワーキンググループの組織化、経営改革タスク

フォース会議の設置、電子カルテの導入、職員満足度調査などがプラン

に沿って進められている。年度途中のため、現在までに未実施または来

年度からスタートする取組もあるが、今までにない新たな取組が多数実

施されており、病院改革に期待が持てる内容であった。 
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しかし、令和８年１月から３月末まで常勤医師が１名体制となる予定

であり、外来待ち時間の増加や入院患者の減少、医師や看護師など職員

の負担増など様々な影響が予測され、アクションプランの進捗にも大き

な影響を与えると考えられる。 

 

【委員会意見】 

第１に、地域住民から信頼される病院づくりを一層推進すべきである。 

具体策として、創刊された広報誌は町立病院を受診したことのない町民

にとって、病院を知る良い機会となっていることから、内容を充実し発信

していくことが受診者の獲得と信頼される病院につながると考える。 

また、サービスの向上には待ち時間の短縮が重要であり、導入された電

子カルテの機能を最大限発揮するとともに、電子マネーやバーコード決済

など様々な支払方法への対応が必要である。支払方法の多様化は未収金の

減少につながると考えられ、経営改革の観点からも早期の対応が望まれる。 

 

第２に、災害に強い病院づくりを推進すべきである。 

７月30日の津波警報発表時には多くの町民が町立病院に避難している。

災害はいつ発生するか分からないだけでなく、予測不可能な事態も起こり

得る。どのような状況であっても迅速かつ適切に対応するためには業務継

続計画（ＢＣＰ）の推進と防災訓練が必須であり早期に実施すべきである。 

  

第３に、アクションプランを着実に実行し安定した経営基盤を築くべき

である。 

令和７年度の入院・外来収益は、計画値には達していないものの令和６

年度の実績より上昇しており、ワーキンググループの設置など職員の努力

が経営強化につながっていると評価できる。 

収益の増加には医業費用の抑制が重要であり、計画にも掲げられている

が未実施である。着実なアクションプランの実行が安定した運営につなが

る。改革が一過性のものとならないよう持続的な取組が必要である。 

 

第４に、働きやすい職場環境を構築すべきである。 

職員満足度の向上は、来院者の満足度の向上や人材の確保、信頼される

病院にもつながり好循環が期待できる。 

具体策として、安心して働きながら出産、子育てができるよう、出産や

子育てに関する制度の周知と制度を利用しやすい環境整備が必要である。 

 

最後に、町立病院はまちの基幹病院であり、地域医療の拠点である。民

間の医療機関や訪問診療機関等との連携が持続可能な地域医療体制づく

りには不可欠であり、変化する地域の医療状況を常に把握し、地域医療体

制に支障がないよう町が方向性を示す必要がある。 
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そのためには医師の確保は欠かせないものであるが、令和８年１月から

常勤医師が１名体制となることが公表され、不安の声が広がっている。常

勤医師１名体制では、アクションプランの着実な実行が難しくなるだけで

なく、地域医療の持続可能性が危惧される。町民に今後の見通しについて

丁寧に説明し、不安の軽減に努めるべきである。 

また、負担増に伴い職員のモチベーションの低下が懸念されることから、

現場の声をこれまで以上に把握し、必要に応じたサポートにより職員が根

づく病院づくりが重要である。 

 

 

（２）分科会 

産業厚生分科会は、逢縁クリニック白老診療所との懇談を実施した。その

内容については、別紙活動報告書のとおりである。 

 



産業厚生分科会の活動報告書 

 

令和７年１１月２８日 

 

産業厚生常任委員会 

委員長 森  哲也 様 

 

産業厚生分科会    

主査 飛島 宣親  

 

 本分科会は、委員会の広聴活動として下記団体との意見交換を終了したの

で、以下のとおり報告いたします。 

団体名： 逢縁クリニック白老診療所 （参加者１名） 

日程・会場 

令和７年１１月１８日(火) 

午後６時 ～ 午後７時１９分 

議会第１委員会室 

懇談テーマ 
１．持続可能な地域医療体制づくりの取組について 

２．議会や行政への意見・要望等について 

出席委員名 

主 査 飛島 宣親  副主査 森  哲也 

委 員 水口 光盛  委 員 田上 治彦 

委 員 氏家 裕治  委 員 前田 弘幹 

意見・要望事項 下記のとおり 

活 動 報 告 

（処理・対応含） 

１．現況 

・令和７年７月より訪問診療を開始。患者数は既に50名

を超え、需要は非常に高い。事業として十分に成立する

見込みである。 

・現在は札幌のクリニックを拠点としているが、白老町

には訪問診療を提供する医療機関や各種専門保険医療機

関が存在していないことから、厚生局が認める「16キロ

メートルを超える往診または訪問診療等を必要とする絶

対的な理由」に該当するため、白老町全域及び苫小牧市

西部まで訪問している。 

・オンライン診療を併用した初期対応も可能だが、通信

環境がない場合は、最低限電話で対応している。 



・レントゲンやエコー用機材はクリニック所有のものを

持ち運んで検査を行っている。対応できない検査は町立

病院等に依頼している。 

・診療記録は電子カルテで管理しており、必要に応じて

他医療機関へインターネットファクス等で即時送付でき

る体制にある。 

・オンライン診療による遠隔での診断・処方指示など既

に20件ほどの実績がある。患者や施設職員の負担軽減、

感染リスク低減に有効。札幌にいる際も緊急の紹介状を

遠隔で発行し、即時受診につなげている。 

・町立病院や近隣市の医療機関に依頼し、入院が必要な

場合のバックベッド体制の構築を図っている。 

２．課題 

絶対的なマンパワー不足 

・現在は院長１名で対応しており、診療可能人数に限界

がある。(１日15名、月60名程度が上限) 

・地方で働く若手医師の確保は困難。札幌のクリニック

から継続的に応援を得られる体制の維持・強化が不可欠。 

・夜間・休日の緊急対応や看取りを安定的に行うには、

複数の医師による24時間対応体制の構築が必要。 

３．議会や行政への意見・要望等 

●医師確保のための「白老町の魅力」向上 

医師やその家族が「白老町で働きたい、滞在したい」

と思えるような魅力を創出することが人材確保の鍵とな

る。医師が札幌から来た際に利用できる宿泊施設の提供

等、家族と滞在しながら勤務できる環境は、医師を募集

する上での強力なアピールポイントになる。 

●町全体での支援体制の構築 

訪問診療を「持続可能な地域医療の重要な柱」として

位置づけ、町民への理解促進や町立病院との円滑な連携

などを行政として後押ししてほしい。 

４．まとめ 

訪問診療は、患者·家族·介護施設の負担を軽減し、医

療と介護をつなぐ上でメリットしかない極めて重要な医

療サービスである。持続可能な体制を構築するための最

大の課題はマンパワーの確保であり、福利厚生支援等医

師にとって魅力的な環境整備を具体的に検討し、町全体

で地域医療を支える体制づくりを進める必要がある。 


